
　新聞未購読で、区報の入手が困難な方に無料でお届けしています。希望する方は、区ホー
ムページから申し込むか、お問い合わせください。▶問合せ：広報係☎5984-2690ねりま区報をご自宅にお届けします

5年度各会計別予算額
区分 予算額 対4年度伸び率

一般会計 2987億 543万円 2.6%

特
別
会
計

国民健康保険事業会計 662億8598万円 1.0%
介護保険会計 620億2324万円 0.5%
後期高齢者医療会計 191億7215万円 4.1%
公共駐車場会計 3億3938万円 △4.0%

合計 4465億2618万円 2.1%
※合計額は、各会計相互間の重複額を含みます。

歳出【性質別】
区分 予算額 構成比

義務的経費 1525億3098万円   51.1%
人件費 449億3880万円   15.0%
扶助費 1029億6243万円   34.5%
公債費 46億2975万円     1.5%

投資的経費 296億1752万円     9.9%
その他 1165億5693万円   39.0%
合計 2987億 543万円 100.0%

総務費 216億5740万円
（7.3％）
防災や広報、電算システム
などの経費

都市整備費 78億5194万円（2.6％）
まちづくりの経費

公債費 46億4394万円（1.6％）
区が借りたお金の返済に充てる経費
（元金･利子･手数料など）

区民費 194億8137万円
（6.5％）
戸籍・住民基本台帳事務
や区民事務所などの経費

その他 113億5300万円（3.8％）
産業経済費、議会費、諸支出金、予備費

保健福祉費
872億4035万円

（29.2％）
生活保護や高齢者・
障害者施策、健康
づくりなどの経費

こども家庭費
750億8775万円

（25.1％）
保育所や児童館、
児童手当などの
経費教育費 342億7366万円（11.5％）

小中学校や幼稚園、図書館などの経費

地域文化費 94億5513万円（3.2％）
地域振興や文化・生涯学習、スポーツ
振興などの経費

土木費 143億3529万円
（4.8％）
公園や道路の建設・管理
などの経費

環境費 133億2559万円（4.5％）
温暖化対策や清掃リサイクル、
緑化推進などの経費　

※各合計額は四捨五入のため、総額と一致しない場合があります。

一般会計 2987億543万円（前年度比2.6%増）

令和5 年度 当初予算案

新しい街かどケアカフェ新しい街かどケアカフェをご利用くださいをご利用ください 問合せ 地域包括支援係☎5984-1187

　「街かどケアカフェ」は、高齢者や地域の方が自由に立ち寄り、介護予防を学んだり、健康について
相談したりできる場です。今回、地域団体などが運営する5施設が加わります。

名称(所在地)・問合せ 日時 主な事業
わらう会（田柄地域集会所内）
☎6310-9301

毎木曜
10：00～12：00 健康体操

われもこうカフェ（光が丘体育館内）
☎3577-7421

①第1または第2火曜②第3月曜
14：30～16：00
③第3火曜14：00～16：00

①刺しゅう
②手話
③ウォーキング

たしざん(三原台3-28-10)  3月から 
☎6337-2719

①第1土曜14：00～15：00
②第3土曜11：00～12：00

①ピアノで歌唱、ヨガ、お困りごと相談
②畑での野菜作り

虹のカフェ南大泉
（南大泉4-29-12　南大泉町会会館内）
☎090-3471-4727　

最終水曜14：00～16：00 健康体操、スマホ教室など

ほっこりこぐれ
（大泉学園町5-18-41　こぐれの杜内）
☎5935-9158

第1･3火曜11：00～12：00 健康体操、栄養・介護・福祉のお話など

※一部有料の事業があります。詳しくは、お問い合わせください。

繰入金
66億3134万円（2.2％）

地方消費税交付金
160億円（5.4％）

その他
62億3842万円（2.1％）

特別区交付金
928億4014万円（31.1％）
区と東京都で分配している 
固定資産税や法人住民税など

特別区税
698億4659万円（23.4％）
特別区民税、軽自動車税、
特別区たばこ税、入湯税

使用料・手数料
51億9606万円（1.7％）

諸収入
73億9998万円（2.5％）

繰越金
20億円（0.7％）

特別区債
63億9300万円（2.1％）

都支出金
283億6753万円

（9.5％）

国庫支出金
577億9236万円（19.3％）

財政課☎5984-2465問合せ

街かどケアカフェは区内に33カ所！
詳しくはコチラ▶

令和5年（2023年）2月11日  4 新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、事業を中止する場合があります。最新情報は、




